
【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 6,404,895   固定負債 1,449,006

    有形固定資産 5,404,895     地方債 1,449,006

      事業用資産 5,401,538     長期未払金 -

        土地 237,721     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 7,685,378     その他 -

        建物減価償却累計額 -2,521,561   流動負債 275,360

        工作物 -     １年内償還予定地方債 268,931

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 6,083

        航空機 -     預り金 346

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 1,724,366

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 6,707,601

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -1,679,883

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 75,958

      物品減価償却累計額 -72,601

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 1,000,000

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 1,000,000

        減債基金 -

        その他 1,000,000

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 347,189

    現金預金 44,483

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 302,706

      財政調整基金 302,706

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,027,718

資産合計 6,752,085 負債及び純資産合計 6,752,085

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

・開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

②有形固定資産の減価償却の方法

・定額法を採用しています。

③物品の計上基準

・物品については、取得価額が50万円以上の場合に資産として計上しています。

④引当金の計上基準及び算定方法

・賞与引当金

　翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

※追加情報

①対象範囲（対象とする会計名）

一般会計、地域振興事業会計（特別会計）

②地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（令和３年４月１日～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

    その他 -

純行政コスト 945,078

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 945,078

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 487,514

    使用料及び手数料 245,495

    その他 242,019

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 -

        その他 921

    移転費用 1,639

      補助金等 1,639

      その他の業務費用 12,428

        支払利息 11,507

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 -

        減価償却費 378,040

        その他 -

        その他 6,884

      物件費等 1,344,227

        物件費 966,187

        職員給与費 61,331

        賞与等引当金繰入額 6,083

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 1,432,592

    業務費用 1,430,953

      人件費 74,298

行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 5,223,239 7,077,641 -1,854,402

  純行政コスト（△） -945,078 -945,078

  財源 749,558 749,558

    税収等 748,815 748,815

    国県等補助金 743 743

  本年度差額 -195,521 -195,521

  固定資産等の変動（内部変動） -370,040 370,040

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -378,040 378,040

    貸付金・基金等の増加 60,000 -60,000

    貸付金・基金等の減少 -52,000 52,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -195,521 -370,040 174,519

本年度末純資産残高 5,027,718 6,707,601 -1,679,883

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分

・固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分（不足分）

・純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日



【様式第4号】

（単位：千円）

【業務活動収支】　行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの

【投資活動収支】　学校、公園、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など

【財務活動収支】　地方債、借入金などの収入、支出など

①資金収支計算書における資金の範囲

・地方自治法第235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　業務活動収支（支払利息支出を除く）　192,622千円

　投資活動収支　　　　　　　　　　　  △8,000千円

　基礎的財政収支　　　　　　　　　　　184,622千円

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

　資金収支計算書の業務活動収支(a)　　 181,114千円（　181,114,317円）

　純資産変動計算書の本年度差額(b)　 △195,521千円（△195,520,687円）

　差額(c)(=a-b)　※下記内訳　　　　　 376,635千円（　376,635,004円）

　・減価償却費　　　　　　　　　　  　378,040千円（　378,039,836円）

　・賞与引当金の増減額   　　 　　　  △1,405千円（　△1,404,832円）

　・固定資産除売却損益　　　　　　　　　  △0千円（　　　　　△0円）

④一時借入金の状況

・資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

・一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は15,000千円です。

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

前年度末歳計外現金残高 398

本年度歳計外現金増減額 -52

本年度末歳計外現金残高 346

本年度末現金預金残高 44,483

    その他の収入 -

財務活動収支 -267,602

本年度資金収支額 -94,487

前年度末資金残高 138,625

本年度末資金残高 44,137

  財務活動支出 267,602

    地方債償還支出 267,602

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -8,000

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 52,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 52,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 60,000

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 60,000

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 181,114

  業務収入 1,237,071

    税収等収入 748,815

    国県等補助金収入 743

    使用料及び手数料収入 245,495

    その他の収入 242,019

    移転費用支出 1,639

      補助金等支出 1,639

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 -

    業務費用支出 1,054,318

      人件費支出 75,703

      物件費等支出 967,108

      支払利息支出 11,507

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,055,957


